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1 民法724条の趣旨
国家賠償法(以下， r国賠法」または「本法」という)1条または2条に基
づく損害賠償請求権の消滅時効・除斥期間については，本法4条により，民法
724条が適用される。民法724条は，前段において損害賠償請求権の3年の短
期消誠時効を，後段において 20年の長期消披時効または除斥期間(判例は除
斥期聞を定めたものと解している。最判平成元・ 12・21民集43巻 12号2209
頁(以下， r最判平成元年」という)，最判平成10・6・12民集52巻4号1087
頁(以下， r最判平成 10年」という)，最判平成21・4・28判時2046号70頁
(以下， r最判平成21年」という)等参照)を定めている。
前段の趣旨は，最高裁判例によれば， r不法行為に基づく法律関係が，通常，
未知の当事者聞に，予期しない偶然の事故に基づいて発生するものであるため，
加害者は，損害賠償の請求を受けるかどうか，いかなる範囲まで賠償義務を負
うか等が不明である結果，極めて不安定な立場におかれるので，被害者におい
て損害及び加害者を知りながら相当の期間内に権利行使に出ないときには，損
害賠償請求権が時効にかかるものとして加害者を保護することにある」という
ことである(最判昭和49・12・17民集28巻 10号2059頁)。債権一般の消滅
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時効期聞が 10年という長期間であるところ，これを特別に短期間とするもの
であり，一般原則に対する特則(例外的規定)である。
また，後段の趣旨は，これも最高裁判例によれば.r不法行為によって発生
した損害賠償請求権の除斥期聞を定めたものと解するのが相当である。けだし，
同条がその前段で3年の短期の時効について規定し，更に同条後段で20年の
長期の時効を規定していると解することは，不法行為をめぐる法律関係の速や
かな確定を意図する同条の規定の趣旨に沿わず，むしろ同条前段の 3年の時効
は損害及び加害者の認識という被害者側の主観的な事情によってその完成が左
右されるが，同条後段の 20年の期間は被害者側の認識のいかんを問わず一定
の時の経過によって法律関係を確定させるため請求権の存続期聞を画一的に定
めたものと解するのが相当であるからである」ということである(最判平成元
年)。
2 問題の所在
民法724条の規定をめぐ勺て問題となるのは，消繊時効の起算点. 20年期
聞の起算点，消滅時効の援用または除斥期間経過の主張と権利濫用・信義則違
反，などである。民法724条によれば，短期消滅時効の起算点は，被害者また
はその法定代理人が「損害及び加害者を知った時J(旧規定では「損害及ヒ加
害者ヲ知リタル時J)であり， 20年の期間の起算点は， I不法行為の時J(旧規
定では「不法行為ノ時J)である。「損害及び加害者を知った時」という要件が
論議され出したのは，主として公害訴訟においてであるが，公害訴訟において
はしばしば国賠責任が追及されているし，また，公害訴訟以外においても，国
賠訴訟においてこの要件が論議されることが少なくなL、。 20年期間の起算点
についても， I不法行為の時」の意味をめぐって論争されているが， これにつ
いても，国賠訴訟において争われることが少なくない。
消滅時効の援用や除斥期間経過の主張が権利離用や信義則違反として許され
なL、か否かも，ここでの重要な問題である。水俣病訴訟や戦後補償訴訟等でし
ばしば論争されてきたところである。
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3 関東賠償請求権の性関
国賠法に基づく国・地方公共団体に対する損害賠償請求権の性質は，私法上
の金銭債権である。その消誠時効については，最判昭和46・1・30(民集25
巻8号1389頁)は，次のように判示している。「固または公共団体が国家賠償
法に基づき損害賠償責任を負う関係は，実質上，民法上の不法行為により損害
を賠償すべき関係と性質を閉じくするものであるから，国家賠償法に碁づく普
通地方公共団体に対する損害賠償請求権は，私法上の金銭債権であって，公法
上の金銭債権ではなく， したがって，その消滅時効については，地方自治法
236条2項にいう『法律に特別の定めがある場合」として民法145条の規定が
適用され，当事者が時効を援用しない以上，時効による消滅の判断をすること
ができないものと解すべきである。J
E 短期消滅時効の起算点
1 判例の動向
(1 ) 一般的に説示している最高裁判例
消誠時効の起算点について一般的に説示している最高裁の判例としては，国
賠訴訟に関するものではないが，白系ロシア人である被上告人が，第2次世界
大戦中，軍機密法違反で議捕され，警察署に留置されていた際に，響部補であっ
た上告人から拷問等を受け，虚偽の自白調書に署名させられ，その結果，有罪
判決を受けて服役するに至ったとして，上告人に対し不法行為に基づく損害賠
償告訴求したが，訴訟提起は昭和37年であったという事案におけるものがあ
る。最判昭和48・1・16(民集27巻 10号 1374頁〉は， r民法724条にいう
「加害者ヲ知リタル時」とは，同条で時効の起算点に関する特則を設けた趣旨
に鑑みれば，加害者に対する賠償請求が事実上可能な状況のもとに，その可能
な程度にこれを知った時を意味するものと解するのが相当であり，被害者が不
法行為の当時加害者の住所氏名を的確に知らず， しかも当時の状況においてこ
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れに対する賠償請求権を行使することが事実上不可能な場合においては，その
状況が止み，被害者が加害者の住所氏名を確認したとき，初めて『加害者ヲ知
リタル時』にあたるものというべきであるJと判示して，上告人の消誠時効の
抗弁を退けた原判決(東京高判昭和45・4・8判時594号68頁)を相当とし，
上告を棄却している。
また，これも国賠訴訟に関するものではないが，新聞に掲載された記事によ
り名誉を侵害されたとして，当該新聞社と本件記事を配信した通信社に対して
不法行為に基づく損害賠償を訴求したが，被害者がその記事が掲載されたこと
を長らく知らなかったという事案におけるものがある。一審判決(東京地判平
成8・1・31民集団巻 1号239頁参照)，控訴審判決(東京高判平成8・9・11
民集56巻 l号244頁参照)は，ともに前掲最判昭和48・11・16を引用して，
損害賠償請求権は時効により消蹴していると判断したが，上告審判決(最判平
成 14・1・29民集団巻 l号218頁)は，同じく，前掲最判昭和48・11・16を
引用しながらも， I同条にいう被害者が損害を知った時とは，被害者が損害の
発生を現実に認識した時安いうと解すべきである。不法行為の被害者は，損害
の発生を現実に認識していない場合がある。特に，本件のような報道による名
誉段損については，被害者がその報道に接することなく，損害の発生をその発
生時において現実に認識していないことはしばしば起こり得ることであるとい
える。被害者が，損害の発生を現実に認識していない場合には，被害者が加害
者に対して損害賠償請求に及ぶことを期待することができないが，このような
場合にまで，被害者が損害の発生を容易に認識し得ることを理由に消滅時効の
進行を認めることにすると，被害者は，自白に対する不法行為が存在する可能
性のあることそ知った時点、において，白日の権利を消滅させないために，損害
の発生の有無を調査せざるを得なくなるが，不法行為によって損害を被った者
に対し，このような負担を課することは不当である」としたうえで，本件にお
いては，本件配信記事の存在を知ったとされる日時においては，上告人は新聞
紙上に本件配信記事に基づく記事が掲載されている可能性が高いことを知った
にすぎず，本件記事が実際に掲載されたこと，すなわち同被上告人が上告人の
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名誉を段損し，不法行為に基づく損害が発生したことを現実に認識していなかっ
たのであるから，同日をもって消滅時効の起算点とすることはできないとして，
さらに審理判断させるため，原審に差し戻している。
なお，最高裁判例によれば， r不法行為であるこみの認識Jも必要であると
されている(最判昭和43・6・27訟月 14巻9号1003頁)。
(2) 固賠訴訟における判例動向
国賠訴訟の裁判例は多数に上るが，その主要なものとしては次のようなもの
がある。類型化して考察することにする。
(j) 予防接種事故
予防接種事故訴訟において， r加害者を知る」とは，損害の原因となった行
為が被告施行の本件予防接種であることを知れば足りるが，本件被害児または
その両親が各予防接種当時において，本件事故の原因が予防接種であることを
確知したことを認めるに足りる証拠は存しないとされ，行政救済措置に基づく
給付を受けるための申請書を提出していたことについては，当該原告らはその
時には本件事故が予防接種に起因するものである可能性を認識していたと考え
ることができるが，これはあくまでも可能性の認識にとどまり，申請行為に加
害者を知ったという意味を付与することはできないとし，申請の結果，教済措
置上予防接種との因果関係が認定された後については， r遅くともその時には
本件事故の原因が予防接種であることそ穣知したものと考えられるから，その
時から右原告らは本件事故の加害者を知ったものとして民法に定める 3年の時
効が進行する」として， 5名については消滅時効期聞が満了しているとしたが，
被告が時効を援用するのは権利の濫用として許されない，とされた事例(名古
屋地判昭和60・10・31訟月 32巻8号1629頁)がある。
損失補償請求権の消滅時効についても民法724条が類推適用されると解した
うえで，救済措置に基づく給付申請書の作成日には本件事故が予防接種に起因
することを認識していたものと推認することができるとして，この日から本訴
提起までの聞に 3年以上の期間が経過している原告らについて短期消蛾時効が
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完成しているとしたが，被告の時効の援用は権利の濫用として許されない，と
された事例(大阪地判昭和62・9・30訟月 34巻9号 1767頁。ほぼ同趣旨，福
岡地判平成元・ 4・18判時 1313号 17頁)がある。
そのほか，救済措置は予防接種が違法であることを前提としないものである
から，申請書を提出したことをもって直ちに原告らが本件各事故が厚生大臣
(当時)の過失行為に基づく違法なものであることを知っていたことにはなら
ないとして，結論として，短期消誠時効の完成が否定された事例(東京高判平
成4・12・18高民集45巻3号212頁，福岡高判平成5・8・10訟月 40巻 10号
2269頁〉もある。
(ij)騒音・振動公害
騒音・振動公害における継続的損害については，新幹線d騒音公害訴訟におい
て，本件では設置・管理の璃庇ある客観的状態が継続し，これに伴って日々新
たな損害が生じているとみられるから，損害を知ったときから日々に消滅時効
が進行するとしたうえで， r胤告らが主強するような精神的苦痛の特徴を考慮
することによっては，被告の消誠時効の抗弁を排斥することはできなLリとb
て， 3年以前の慰謝料請求権は時効によって消誠した，とされた事例(名古屋
地判昭和田・ 9・11判時 976号 40頁，控訴審の名古屋高判昭和60・4・12下
民集 34 巻 1~4 号 461 頁)，空港騒音公害訴訟において，不法行為は日々新た
に成立し，それに応じて消滅時効も日々進行するとしたうえで，本件のごとく
航空機の騒音による加害行為の違法a性の認識については，被害者において受忍
限度超過についての認識があれば足り，との認識は一般通常人を基準とするも
のであるから，高度の法律的知識の助けがなくても違法性の認識判断は可能で
ある，とされた事例(東京高判昭和 62・7・15訟月 34巻 11号 2115頁，東京
地八王子支判昭和 56・7・13桂月 27巻 11号 2005頁，福岡地判昭和 63・12・
16訟月 35巻 12号 2197貰，金沢地判平成3・3・13訟月 37巻 10号 1789貰，
横浜地判平成4・12・21訟月 47巻3号452頁等)，道路騒音公害訴訟において
も，同趣旨の判断が示された事例(神戸地判昭和 61・7・17訟月 33巻 6号
1313頁，控訴審の大阪高判平成4・2・20訟月 39巻3号349頁)，などがある。
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Oi) 夜宅投票制度廃止
在宅投票制度廃止等違憲園賠訴訟においては，争点のーっとして，在宅投票
制度の廃止により投票できなくなった身体障害者の被った損害の消滅時効の起
算点が争われた。直宅投票制度を廃止する公職選挙法の一部を改正する法律が
制定施行されたのは昭和27年であり，被告国は，本件改正法律が制定施行さ
れた日から 3年の期間経過とともに損害賠償請求権は時効により消滅したと主
張した。この点について，一審判決(札幌地小樽支判昭和49・12・9訟月 21
巻 1号7頁〉は， rおよそ法律が憲法に違反するかどうかは極めて微妙な問題
を含み，高度の法律的判断を要することを考慮したうえ，前記認定事実に照ら
せば，原告が民法第724条にいう『損害』を知ったのは，昭和46年l月ごろ
と解するのが相当である」として，本件訴えはこの時点から 3年に満たない昭
和46年6月24日に提起されており，米だ原告の損害賠償請求権は時効により
消滅していない，と判示している。なお，控訴審判決は国会議員の過失を否定
し，上告審判決は立法行為の違法性を否定して国の責任を認めなかったため，
この点については判断していなL、。
制刑事事件で無罪になった場合
刑事判決で無罪になった者が警察官の捜査や検察官の公訴の提起・追行等の
違法を理由にして国賠訴訟を提起した場合に，損害賠償請求権の消滅時効の起
算点が争いとなることがある。この点については，松川国賠訴訟において，当
該刑事事件が現に係属して未だ確定しない聞は，時効制度の趣旨から考えて，
被害者において違法な行為により損害を被ったことを知ったものと解すること
は相当でない， とされた事例(東京高判昭和45・8・1下民集21巻7=8号
1099頁)，芦別闇賠訴訟において，原告らの損害賠償請求権の消滅時効の進行
開始日は第二審刑事判決の確定した日の翌日である，とされた事例(札幌地判
昭和46・12・24訟月 18巻2号207頁)，などがある。
(v) 行政処分の効力が争われている場合
行政処分の効力をめぐって法的紛争がある場合に，損害賠償請求権の消滅時
効の起算点が争われることがある。主として農地買収処分に関係した事案であ
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るが，被告国が短期消瀦時効を援用し， 3年以前の損害について時効の完成を
主張したことに対して，行政処分の有効無効が訴訟で争われている場合には，
それが判決によって無効の処分であることが確定するまでは短期消披時効は進
行しない， とされた事例(東京地判昭和35・4・5下民集 1巻4号749頁，仙
台高判昭和47・1・20訟月 19巻l号6頁，札幌地判昭和田・ 10・27訟月 25
巻3号553頁等)がある。
νj)欝察官の不法行為
警察官により被疑者取調べ中に受けた暴行による損害について，賠償請求権
の消滅時効の起算点は，当該警察官が第一審の刑事裁判で有罪の宣告を受けた
時である， とされた事例(盛岡地判昭和42・6・23訟月 13巻9号1043頁)，
警察署の留置場に勾留中に脳溢血症が増悪し，その治療のために入院したこと
による損害の賠償請求権の消誠時効の起算点は，退院の時であると，された事
例(浦和地判昭和58・12・12判タ 515号 187頁)，などがある。
同規制権限の不行使
規制j権限不行使の違法を理由とする国賠訴訟においても，消滅時効の起算点
が問題になる。北海道石炭じん肺訴訟において，被告国は，原告らは筑豊じん
肺訴訟最高裁判決(最判平成 16・4・27民集58巻4号1032頁)によって被告
に対する損害賠償請求権があることを認識し得たのであり，それから約4年が
経過した時点で提訴されたのであるから， r被告が加害者であることを知った
時から 3年聞これを行使しなかったことは明らかというべきであるJとして，
消滅時効の援用を主張した。これに対して，札幌地判平成22・3・26(労働判
例 1009号49頁)は，次のように述べて，被告国の主張を排斥している。「民
法724条前段の「加害者を知った時Jは，当骸労働者が現実に認識した事実を
もとに判断すべきである。なぜなら，当該被害者が現実に認識していない事実
であってもその事実が当該被害者にとって容易に認識しうるものであったよう
な場合に『加害者を知った」ということができるとすると，被害者が現実に加
害者を知らない場合であっても「加害者を知った」とされて時効により損害賠
償請求権を失うことになりかねず，このような結論は，法の文言に反するばか
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りか，不法行為によって損害を被った被害者にとって著しく酷であり不当だか
らである……。Jrそもそも『加害者を知った』か否かは当該被害者を基準に判
断すべきであり，一般人を基準に判断することは許されないというべきである。
なぜなら，仮に一般人において「加害者を知ったJといえる以上，当該被害者
において『加害者を知った」といえなくても消滅時効が進行するという解釈は，
結局のところ， r被害者(又はその法定代理人)が(損害及び〕加害者を知っ
た時Jから消誠時効が進行すると定めている民法724条前段の文書に反する上，
前述したところと同様，不法行為によって損害を被った当該被害者にとって著
しく酷であり不当だからである。」同判決は，このように述べたうえで，結論
として，原告らは全員，本件訴訟を提起する 3年以上前には被告国に対して損
害賠償請求が可能であることを現実に認識しておらず，本件訴訟は，原告らが
そのことを現実に認識した時から 3年以内に提起されたと認められるから，原
告らの損害賠償請求権について消滅時効は完成していない， と判示している
(確定)。
2 学説の動向
(1 )概説
この問題については判例主導型で展開されており，学説はそれを追認したり
批判したりしているにすぎない。それでも，一応，判例評釈等を通じて学説の
動向は形成されているから，まずそれを概観しておくことにしよう。
一般に，損害および加害者を知った時を時効の起算点としているのは，被害
者が加害行為が行われたことさえ知らない聞に損害賠償請求権が時効消滅して
しまうことのないようにしたものである，と説かれているω。そこで， r損害
を知ること」と「加害者を知ること」の意味が明確にされなければならなL、。
これらの要件については，民法不法行為法において論議されてきたが，国賠訴
訟においてもしばしば問題となる。
? ?
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(2) r損害を知る」の意味
「損害を知る」とは，単に損害が発生したことを知るだけでは足りず，加害
行為が不法行為であることを知ることが必要である(前掲最判昭和43・6・27)。
この点に関連して問題となるのは，違法な捜査・公訴の提起等による損害や継
続的な損害について，何時の時点をもって損害を知ったといえるかということ
である。通説は，違法な捜査・公訴の提起等による損害については，無罪判決
確定の日の翌日を消誠時効の鵡算点と解しているω。また，通説は，継続的損
害については，日々の損害を知った時から別個に時効が進行すると解している。
ただ，損害が性質上分断可能でないもの(精神的損害)については，加害行為
の終了した時を起算点とする，と説かれている(目。
(3) r加害者を知るJの意味
「加害者を知る」とは，加害公務員の名前まで知る必要はなく，加害公務員
の行政組織法上の地位を知れば足りる。これは， r加害者」は，国賠法上は，
国・公共団体であって，当該公務員ではないからである。この点では，学説は
大体一致している O
3考察
(1 ) 消滅時効の起算点の重要性
短期消滅時効の起算点については，本法 l条 l項に基づく損害賠償請求権に
ついても 2条 l項に基づく損害賠償請求権についても，裁判例は大体一致して
いる。行政法学上の学説は，これまで国賠責任の成立要件については多くの議
論を重ねてきたが，短期消誠時効の起算点についてはほとんど検討の対象にし
てこなかった。しかし，消滅時効が完成すれば 、かに違法性や故意過失が認
められでも，被害者は救済されないわけであるから，消滅時効の起算点は重要
な問題である。とりわけ，国賠訴訟に特有な事件における消滅時効の起算点は，
民法不法行為法の研究者によってもあまり論及されていない課題である。規制
権限の不行使を理由とする国賠請求権の消誠時効の起算点についても，詳論し
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たものは見当たらなL、。これらについては，本法独自の観点からの考察が必要
であろう。
(2) 本法独自の観点
本法独自の観点としては，国賠訴訟においては，民事不法行為訴訟における
よりも，損害及び加害者を知ることが困難な場合が多いことに留意されるべき
である。行政事務の帰属主体や行政組織が複雑になっており，一般国民として
は加害公務員の行政組織法上の地位を知ることは容易でなく，行政事務が国に
帰属するのか公共団体に帰属するのか明確でない場合も少なくない。また，公
権力の行使・不行使が違法性を帯びるものであるかどうかの判断も，被害者に
とってはきわめて困難な場合も少なくないであろう。したがって， r損害及び
加害者を知った時Jは，このような被害者側の事情を考慮して判断されなけれ
ばならなL、。
(3) r損害を知る」の意味
「損害を知る」と「加害者を知る」とは，一般に分けて説明されている。ま
ず， r損害を知る」について考えてみると，継続的損害については，主として
騒音や大気汚染等の公害訴訟で問題となるが，通説・判例は，大(連)判昭和
15・12・14(民集19巻2325頁〕に従って，損害は日々新たに発生し，被害者
は日々これを認識するものとして，請求時より潤って過去3年間分の賠償請求
権を有すると解している。この点については，民法不法行為法の領域において
学説上異論もあるところであるが，事案の処理基準としては明快であるといっ
てよい。閤賠訴訟特有の問題ではないから詳論しないが，騒音や大気汚染によ
る被害が受忍限度を超えるものであるか否か，何時の時点、で受忍限度を超えた
ものであるかの判断は，一般通常人を基準とする限り，それが可能であったと
いえるのは比較的運い時期であるというべきであろう。したがって，横田基地
騒音公害訴訟の前掲東京高判昭和62・7・15が，原告らは昭和40年当時に航
空機騒音が受忍限度を超えていたと認識していたと判断したことには，疑問の
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余地がないわけではない。
(4) r加害者を知る」の意味
次に.r加害者を知った時Jについて考えると，学説は一般に，前掲最判昭
和48・1・16が「加害者に対する賠償請求が事実上可能な状況のもとに，そ
の可能な程度にこれを知ること」としているのを引用して，この考え方を国賠
訴訟にも適用している。しかし，これだけではまだ抽象的であるから，これを
敷桁して，加害公務員の名前まで知る必要はなく，加害公務員の行政組織法上
の地位を知れば足りる，と説いているヘそして，これは「一般人の判断」ω
を基準として判断されることになる。前掲東京高判昭和田・ 10・21が， r国又
は公共団体の公権力の行使に当る公務員としての不法行為であることを知れば，
加害者を知ったものであると解するのを相当とするJとして，執行吏が国の公
権力の行使に当る公務員であることを知ったのは強制執行が行われてから 5年
数か月後であるとの控訴人(一審原告)の主張に対しては.r執行吏が国の公
権力の行使に当る公務員であることは，普通人ならば何人も地悉している容で
あるし，また国家賠償法に基づく国の損害賠償責任について「加害者を知る」
とは，……被害者が国の公権力の行使に当る公務員としての不法行為であるこ
とを知ることであって，国が賠償譲務者であることを定めている国家賠償法の
規定を具体的に知ることを要しなL、」と判示しているのは，この趣旨である。
前掲東京高判昭和54・10・18は， ["加害者を知る」と「損害を知るJを総合的
に捉えているが，加害公務員の特定を必要としていない点においては同じであ
り，過失ある公務員の存在の認識も一般人の判断を基準にするものであろう。
ただ，これに対しては. r~加害者受知ったJ か否かは当該被害者奇基準に判断
すべきであり，一般人を基準に判断することは許されない」との裁判例(前掲
札幌地判平成22・3・26)があることは，前述したとおりである。
(5)具体的事例ごとの検討
予防接種事故による損害賠償請求権については，行政救済措置に基づく給付
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を受けるための申請書を提出したということは，損害および加害者を知ったと
いうことになるように考えられないでもない。しかし，行政救済措置は予防接
種が違法であることを前提としないものであるから，この時点では必ずしも事
故が不法行為によるものであることを知ったものとはいえないであろう。裁判
例は一致していないが，行政救済措置上の申請書の提出時を消滅時効の起算点
としない裁判例が妥当である。
在宅投票制度廃止違憲園賠訴訟や刑事無罪闇賠訴訟における時効の起算点に
ついては， r損害を知った時」が何時であるのか，その判断は容易ではない。
損害を知るとは，単に損害が発生したことを知るだけでは足りず，その損害が
不法行為によるものであること，すなわち，在宅投票制度の廃止が国会ないし
国会議員の有責違法行為によるものであること，公訴の提起が検察官の有責違
法行為によるものであることを知ることが必要である。一般通常人を基準とす
れば，これらの事案において加害行為が不法行為であることを知ることができ
るのは，各判決が判示しているように，在宅投票制度の廃止については昭和
46年1月頃，公訴の提起については無罪判決が確定した時であると解すべき
であろう。行政処分の効力をめぐる事件についても，当該処分の無効が確定し
た時から時効が進行するものと解すべきであり，前掲諸判決の考え方に賛意が
表されてよい。
最近増加してきた規制権限の不行使に基づく損害については，その消滅時効
の起算点を何時の時点に求めるかは，一層困難な問題である。不作為の場合に
は，加害者を知ることはきわめて困難であり，一般人の判断からすれば，その
時期が遅くなるのはやむを得ない。北海道石炭じん肺訴訟の前掲札幌地判平成
22・3・26は， r被害者が被告闘に対する損害賠償請求が可能であることを現
実に認識した時」としている。これは，前掲最判平成14・1・29の「同条にい
う被害者が損害を知った時とは，被害者が損害の発生を現実に認識した時をい
うと解すべきである」との判断に依拠したものであるが，一般人ではなくて当
該被害者を基準に判断すべきであるとして，被害者救済の観点をより徹底した
ものである。
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m 20年期閣の起算点
1 判例の動向
裁判例としては，農地買収に関するもの，再審無罪に関するもの，登記事務
に関するもの，予防接種事故に関するもの，不作為に関するもの，その他のも
の，に分類することができる。
(1)農地買収・売渡に関するもの
農地委員会が本件土地を買収する処分をし，本件土地を訴外Aに売渡処分
をし， Aから本件土地を買い受けた Bが取得時効の完成により本件土地の所
有権ぞ取得したが，このため本件土地の所有権を喪失した旧所有者が，買収処
分が違法無効であることを理由にして固に対して損害賠償の請求をした事案に
おいて. 20年期間の起算点は買収処分がなされた日である， とされた事例
(熊本地判昭和47・8・14訟月 18巻1号 1705頁，津地判昭和52・9・28訟月
23巻12号2148頁)，本件土地を含む近隣一帯の土地を区画整理して農業協同
組合に売り渡し，時効取得され，このため土地の所有権を喪失した旧所有者が，
この損害は違法な売渡処分に記因するものであるとして，固に対し損害賠償の
請求をした事案において，売り渡した日が除斥期間の起算日である，とされた
事例(東京地判昭和 53・2・22訟月 24巻2号211頁，控訴審の東京高判昭和
田・ 12・18訟月 25巻4号956頁)がある。同趣旨のものとして，大阪地判昭
和53・3・30(訟月 24巻7号1396頁)，東京地判昭和56・2・23(訟月 27巻5
号931頁)，名古鹿地判昭和59・4・23(松月 30巻9号 1628頁〉等がある。
(2) 再審無罪に関するもの
本法施行前に有罪判決が確定し，その執行が本法施行後に及んだが，有罪判
決確定から 20年の期聞が経過した後に，再審により無罪判決が確定した事案
(金森事件国賠訴訟)において，再審無罪判決が確定するまでは 20年の期聞は
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進行しない， とされた事例(大阪地判昭和48・4・25訟月 19巻12号 17頁，
控訴審の大阪高判昭和50・11・26訟月 21巻 12号2505頁。再審経由説)，大
正4年に発生した強盗殺人事件で無期懲役が確定し，服役し，昭和5年に仮出
獄が許され，昭和44年に残刑の執行が免除されたが，その後，昭和田年になっ
て再審で無罪判決が確定した事案(加藤老事件国賠訴訟)において，本件損害
賠償請求権についての除斥期間は再審による無罪判決の確定までは進行しない，
とされた事例(広島地判昭和55・7・15訟月初巻 1号1943頁)，などがある。
しかし，後者の加藤老国賠訴訟の控訴審判決(広島高判昭和61・10・16訟
月33巻9号2203頁)は，確定判決が誤判であるとして国賠請求をするために
は，事前に再審によって確定判決を取り消すことを要するものではなく，確定
判決に対し直接その違法を主張して損害賠償を訴求し得るとして，後掲の最判
昭和57・3・12を引用して，捜訴人らが国賠請求の対象となし得る行為は，国
賠法施行時以後の刑の執行であるところ，刑の執行は日々継続してなされてい
るのであるから，その除斥期聞は日々別個に進行するとしたうえで，本法が施
行された昭和22年10月27日から昭和33年12月 10日(本訴が提起されたの
は，昭和53年 12月 1 日〉までの刑の執行に係る損害賠償請求権は，除斥期
間の満了により消誠したものというべきであるが，昭和 33年12月 1日から
刑の執行が免除された昭和44年10月29日までの刑の執行に係る損害賠償請
求権については，除斥期間は満了していない，と判示している。
再審無罪に関する裁判例は，最判昭和57・3・12(民集36巻3号329頁。
以下I I最判昭和57年」という)を境にして変化している。最判昭和57年は，
確定した判決が誤判であるとして国賠請求するには事前に再審によって確定判
決の取消しを必要とするものではない(直接請求可能説)と判示して，再審経
由説を斥けたのであるが，それ以前の裁判例はいずれも再審経由説に依拠して，
20年期間の起算点を「再審無罪判決が確定した時」としていた。これに対し
て，最判昭和57年以降の裁判例である前掲広島高判昭和61・10・16は，最高
裁判例に従い，再審経由説を採らずに，直接請求可能説に立って 20年期間の
起算点を判断している。再審経由説を採らない裁判例は加害行為時説に立つも
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のであるが，起算点を再審無罪判決が確定した時とする裁判例は，一応加害行
為時説に立ちつつも，除斥期間は再審無罪判決が確定するまでは進行しないと
して，別の解決方法を示している。
(3) 登記に関するもの
登記官の二重登記を理由とする国賠請求権の除斥期閣の起算点は，法文上損
害発生の原因をなす行為の時であり，二震輩記に基づく所有権を否定した判決
が確定した時ではない，とされた事例(東京高判昭和57・4・28訟月 28巻7
号 1411頁)，登記官が複数の土地の一括所有権移転登記の申請そ受理したが，
その一部について登記簿への記入を脱漏したまま登記済証を発行したことを理
由とする国賠請求権についての 20年期間の起算点は，不法行為の時，すなわ
ち，議記官が費記簿へ登記申請事項を記入することなく登記済証を作成交付し
た日である，とされた事例(宇都宮地大田原支判昭和57・1・29下民集33巻
5号 1229頁)，二重登記等が存在したため， Aの所有地と信じて Aから本件
土地受買い受けたところ， Bより建物収去・土地明渡訴訟を提起され， Bとの
閣で本件土地を買い受ける旨の裁判上の和解を余儀なくされたため，この損害
は登記官の過失に起因するものであるとして国に対して損害賠償請求がなされ
た事案において， 20年期聞は除斥期間であるとしたうえで，その起算点の
「不法行為ノ時」とは損害発生の原因をなす加害行為がなされた時，すなわち
字義どおり加害行為が事実上なされた時と解すべきである，とされた事例(東
京地判昭和58・2・21判時1091号 110頁)，などがある。
(4) 予防接種事故に関するもの
予防接種事故については，因果関係や違法性等が不明確であったために，接
種時期から 20年の期聞が経過してから訴訟が提起されることが少なくなL、。
このため， しばしば， 20年期間の起算点が争いとなった。最初に問題となっ
たのは，名古屋集団訴訟においてであり，そこでは被害児 l名について 20年
期間の経過が問題となったが，名古屋地判昭和 60・10・31(訟月 32巻8号
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1629頁)は， I接種後程経ずして重篤な後遺障害が発生していたのであるから，
今日の症状も発症当時予見できなかったものであるとすることはできず，従っ
て発症の時から 20年の期聞が進行する」と判示している。また，大阪集団訴
訟においては，被害児6名について 20年期間の経過が問題となったが，大阪
地判昭和62・9・30(訟月 34巻9号 1767頁)は， Iそれぞれが受けた本件各
予防接種の日から右原告らの本件訴えの提起の日までに 20年が経過している
ことは明らかであるJと判示している。その控訴審の大阪高判平成6・3・16
(判時 1500号15頁)も，起算点については同趣旨である。さらに，東京集団
訴訟の控訴審においても，被害児1名について 20年の期間の経過が問題となっ
たが，東京高判平成4・12・18(高島集45巻3号212頁)は， I被害児Aは，
昭和27年 10月20日に本件接種を受け，接種の約 1週間後の同年 10月27日
にけいれん等の重篤な副反応が発症した。ところが，被害児A及びその両親
からの訴え提起は昭和49年 12月5日にされ……，不法行為の時から 20年を
経過した後にされたことは明らかである」と判示している(上告審の最判平成
10年の効果制限輸については後述参照)。これらの裁判例の中には， 20年期間
の経過を認めたうえで，時効 (20年期間の性質を消滅時効と解している〉の
援用は権利の濫用であるとして，被告国の抗弁を排斥しているものがあるが，
この点については，後に改めて検討することにする。
このように，予防接種事故に関する裁判例もまた，加害行為時説に立ってい
るものといってよい。前掲名古農地判昭和60・10・31は「発症の時から」と
いい，前掲東京高判平成4・12・18は「接種の約 l週間後」に副反応が発生し
たことを挙げており，これらの表現だけからすれば，損害発生時説に与するも
のではないかと考えられないでもない。しかし，両事例とも接種と発症との聞
にはわずかな時間的間隔があるにすぎず，加害行為時説に立つものと理解する
ことも十分可能であろう。
(5) 戦後補償に関するもの
戦後補償訴訟の中の中国人強制連行・強制労働訴訟でみてみると，昭和20
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年8月15日には，原告らは本件強制労働から解放されるとともに，その処遇
も完全に変えられ，再び強制労働を強いられる事態がないことを認識できたも
のであり，この認識は原告らが昭和20年 12月上旬に中国に帰還したことで確
定的に裏付けられ，本件強制行為もこの時点で完全に終了したとして，原告ら
の損害賠償請求権の除斥期間の起算点は遅くとも昭和 20年 12月上旬である，
とされた事例(京都地判平成 15・1・15判時 1822号83頁)，強制連行・強制
労働という一連の不法行為についての起算点としての「不法行為の時Jは，本
件強制連行に引き続き継続した本件強制労働が終了した昭和20年8月24日と
解するのが相当である，とされた事例(福岡高判平成 16・5・24判時 1875号
62頁)がある(戦後補償訴訟で除斥期間の経過を肯定した他の裁判例も，ほ
ぼ同趣旨)。
(6) 不作為に関するもの
不作為責任についても， 20年期間の起算点が争われた事例がある。大阪府
知事が買収除外区域内の農地を違法に買収処分をし，その後その処分を取り消
したが，本件農地を不法占拠した隣地所有者に時効取得されて所有権を喪失し
たたため，国賠請求がなされた事案において， 20年期間の起算点について，
「本件土地の所有権を原告らが喪失したのは，単に違法な本件買収処分に基づ
くのではなく，右処分後，大阪府知事がその違法な状態を放置してこれを取消
すなどの原状回復義務を憐怠したために生じたものであり，民法第724条の期
聞は，右原状回復義務を尽したとき即ち本件取消処分の告知された日から起算
すべきであって，本件買収処分時からすべきでない」とされた事例(大阪地判
昭和58・4・25判時 1086号 123頁)がある。
また， ドミニカ移民訴訟においては，被告国の公務員がドミ二カへの移民政
策の遂行過程において調査義務および情報提供義務を尽くさなかったという不
作為が問題となっていたが，東京地判平成 18・6・7(訟月 53巻9号2469頁)
は， Iこの点に関する職務上の法的義務は，原告らがドミニカの国営入植地に
現実に入植するに至るまで観念することができるので，原告らが入植した時点
。 。
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でその不作為による加害行為が完結したものと解される。したがって，本件に
おいては，原告らが各自の入植地に入植した時点をもって除斥期間の起算点と
解するのが相当である」と判示している。
なお，損害の性質によっては，加害行為の時から大分遅れて損害が発生する
ことがある。筑豊じん肺訴訟においては，被告国は，民法 724条後段に定める
除斥期間の起算点は，損害発生の時ではなく，加害行為がされた時と解するの
が相当であるから，本件では，炭鉱離脱日をもって除斥期間の起算点とすべき
であり， したがって，炭鉱を退職した日の翌日から 20年の経過により，被控
訴人国の責任は消誠する，と主張していた。これに対して，福岡高判平成 13・
7・19(訟月 51巻4号821頁)は， I民法724条後段は， r不法行為ノ時』を除
斥期間の起算点と定めているところ，これを加害行為がなされた時と解する見
解があるが，このように解すると，加害行為後長期間を経て初めて損害が顕在
化する場合には，被害者の救済に惇ること甚だしく，極端な場合には，損害が
発生する以前に，除斥期間が満了してしまうという不当な事態さえ生じかねな
いから，上記見解は採用できない。そうすると， r不法行為ノ時』とは， r不法
行為の構成要件が充足されたときj，すなわち， r加害行為があり，それによる
損害が，客観的に(被害者の認識に関係なく)一部でも発生したとき』と解す
るべきである」と判示した。上告審の最判平成 16・4・27(民集団巻4号
1032頁)は，身体に蓄積した場合に人の健康を苦ーすることとなる物質による
損害や，一定の潜伏期聞が経過した後に症状が現れる損害については，当該不
法行為により発生する損害の性質上，当該損害の全部または一部が発生した時
が除斥期聞の起算点となるとしたうえで， じん肺被害を理由とする損害賠償請
求については，その損害発生時が除斥期間の起算点となる，と判示して，原審
の判断を是認している。水俣病関西訴訟の最判平成 16・10・15(民集団巻7
号 1802頁)， B型肝炎訴訟の最判平成18・6・16(民集60巻5号1997頁)も，
同趣旨の判断を示している。下級審の裁判例も，との最高裁判例に従っている
(C型肝炎訴訟の福岡地判平成 18・8・30判時 1953号 11頁等)。
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(7) その他のもの
その他の事例に属するものとしては，昭和24年2月 14日に，警察官および
米軍小倉弾薬処理班の将兵らによる不発弾の処理作業の際に，消防団長の要請
に応じて周辺の防火活動に従事していた者が，不発弾の一個が突然爆発したた
め重傷を負ったが，国賠訴訟を提起したのは昭和52年 12月 17日であったと
いう事案についてのものがある。一審判決(鹿児島地判昭和55・10・27民集
43巻 12号2227頁参照)は，理くとも昭和42年7月 14日ころまでには損害
および加害者を知ったものとして，同日以後3年の経過によって原告の国賭請
求権は時効により消誠した， と判示した。控訴審判決(福岡高宮崎支判昭和
59・9・28訟月 31巻5号1176頁)も，その起算日は「不法行為ノ時」という
法文や長期時効設定の趣旨からみても加害行為の時であり，本件では事故発生
の昭和24年2月 14日であるとし，上告審の最判平成元年も，被上告人らは，
本件事故発生の日である昭和24年2月 14日から 20年以上経過した後の昭和
52年12月 17日に本訴を提起したものである，と判示している。
2 学説の動向
724条後段の 20年期聞の起算点は， r不法行為の時」である。「不法行為の
時Jの意味をめぐって，加害行為の時と解する加害行為時説と損害発生の時と
解する損害発生時説とが対立している。民法不法行為法における通説は加害行
為時説であるが，国賠法の領域においては詳論した文献はきわめて少ない〈九
20年期閣の起算点の問題は，しばしば20年期間の法的性質の問題と連動し
て論議されている。すなわち，①20年期間を時効と解して起算点を損害発生
時とする見解(時効ー損害発生時説)，②時効と解して起算点安加害行為時と
する見解(時効一加害行為時説)，③除斥期間と解して起算点を加害行為時と
する見解(除斥期間一加害行為時説)，④除斥期間と解して起算点を損害発生
(または権利侵害)時とする見解(除斥期間一損害発生時説〉等である(九
再審無罪については，再審経由説を採らないで，直接国賠訴訟を提起できる
との考え方(直接請求可能説)が支配的であるωから，この考え方からすれ
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ば，前掲広島高判昭和61・10・16の見解のほうが妥当であるということにな
る。直接請求可能説に立てば，確定判決から 20年経過すれば，その後に再審
無罪となっても，刑の執行に係るものを除いては，国賠請求をすることはでき
ないことになるが， 20年の期間内に国賠請求ができなかった「特段の事情」
があれば，正義・公平の理念あるいは権利濫用・信義則法理の適用によって被
告国の 20年期間経過の主張を制限することもできる，と解することになる。
3 考察
(1 ) 加害行為時説の妥当性
通説は加害行為時説であり，裁判例も加害行為時説が大勢である。農地買収・
売渡処分に関係する裁判例は，いずれも買収処分時または売放処分時を起算点
としており，特に，前掲東京高判昭和53・12・18は，不法行為の時とは損害
発生の原因をなす加害行為がなされた時をいうとして，このことを明言してい
る。
このように，裁判例の大勢は加害行為時説である。不発弾処理負傷事件の前
掲福岡高宮崎支判昭和59・9・28も，その起算日は法文や長期時効設定の趣旨
からみて加害行為の時であると判示して，加害行為時説に立つことを明らかに
している。しかし，その上告審の最判平成元年は， i本件事故発生の日である
昭和24年2月14日から 20年以上経過した後の昭和52年 12月17日に本訴を
提起して損害賠償を求めたものである」と述べているだけであり，加害行為時
説に立つのか損害発生時説に立つのか，必ずしも明確ではない。「事故発生の
日」と表現していること，下組審の加害行為時説を集約したと考えられること
などからすれば，加害行為時説に立つものと理解するのがが妥当であろう。
不作為責任の起算点については，最近の規制権限不行使事例の増加傾向に照
らして，その重要性は高くなっているが，裁判例の蓄積はまだきわめて少ない
状況であり，前掲の裁判例だけでは，分析・評価するのは困難である。一般論
としては，不作為責任については，行政側に作為義務が発生した時点が加害行
為時となり，これが起算点となりそうであるが，これでは，損害が発生する前
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に20年期間の進行があり得ることになり，不都合であることは明らかである。
したがって，このような場合には，加害行為時説に立ちつつも，損害が発生す
るまでは 20年期聞は進行しないものと考えるべきであろう。
加害行為時説に対しては，損害発生時説から，継続的権利侵害や不作為によ
る不法行‘為等について適切に説明できないのではないか，と批判されている。
なるほど，加害行為時説を硬直的に適用すれば，指摘されるような不都合も生
じ得るであろう。しかし，加害行為時説に立つでも事案に応じて弾力的に適用
したり，権利濫用・信義則法理等の適用によって 20年期間経過の主張を制限
したりして，具体的に妥当な解決を図ることができないわけではない。
(2) 20年期閣の法的性質と起算点の関係
20年期間の起算点の問題は，前述のように， 20年期間の法的性質の問題と
密接に結合して論じられている。しかし，必ずしも 20年期間の法的性質を明
確にしなければ，起算点を論ずることができないというものではないω。
20年期間の法的性質とは別個に起算点を論ずることも可能であるという立
場に立てば， 724条の法文が重要な判断基準とされるべきことになる O そこで，
法文の文言をみると， r不法行為の時」となっているから， r不法行為」という
言葉の意味が検討されなければならない。不法行為とは，他人の権利・利益を
違法に侵害する行為である，と定義すれば， r行為」に着目すべきものであり，
したがって，不法行為の時とは加害行為の時であるとする見解の方が法文に忠
実であるということになる。そして，このことは. 20年期聞を除斥期間と解
するか消誠時効と解するかにかかわらず.r法律関係の早期確定」という法の
趣旨にも適合するものといってよい。
百短期消滅時効の援用と信義則違反・権利の濫用
1概説
賠償請求をすることができない特別の事情があったために， 3年の短期消誠
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時効期間が過ぎてしまったり，不法行為の時から 20年聞が経過してしまう場
合が少なくなL、。このような事例は，国賠法の領域において特に多いように思
われる。このような場合には，被告国・公共団体は消滅時効や除斥期間の満了
を抗弁として主張し，原告側はそれを権利の濫用ないし信義則違反として主張
することになる。この問題は，これまで民法不法行為法の領域において論議さ
れてきたが，国賠法の領域においてはあまり論議の対象にされてこなかった。
ここでもまた，判例主導型で推移している。
2 判例の動向
国賠訴訟における裁判例は多岐にわたっているが，予防接種事故に関するも
のが比較的多い。否定の裁判例と肯定の裁判例に分けて紹介し，判例の動向を
襲現・分析することにす-30
(1 ) 信義則違反・権利の濫用を否定した裁判例
否定の裁判例としては，臨上自衛隊が道路拡幅工事のための岩石爆破作業中，
せん孔内に投入した爆薬が爆発して自衛隊員が重傷を負った事案において，被
控訴人(国)において本件事故後，違法行為をことさらに秘匿していたとは認
められず，未必の故意による殺人行為とみることもできないことから， I本件
訴訟の提起が約2か月遅れたにすぎないこと，本件事故が火薬類取締法規違反
に該る行為によるものであること，控訴人が被控訴人の消棋時効の援用により
多くの不利益を受けることなどを考慮、に入れても，被控訴人の消蹴時効の援用
が信義則違反，権利の濫用，公序良俗違反とみることはできず，控訴人の右主
張は採用できないJとされた事例(東京高判昭和58・4・27訟月 29巻 1号
2041頁)，国道43号線騒音公害訴訟において，継続的損害についてであるが，
「原告らは，右時効の援用は権利の濫用である旨を主張するが，独自の見解で
あって，採用することができなL、」とされた事例(神戸地判昭和 61・7・17訟
月33巻6号1313頁)，などがある。
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(2) 信義則違反・権利の濫用を肯定した裁判例
肯定の裁判例は昭和50年代から増加しており，類型化が必要であるが，こ
こでは判例の動向を概観することを主目的としているので，予防接種事故に関
係するものと，その他のものに分けておくだけで十分であろう。
(i) 予防鐘種事故関係
予防接種事故に関係するものとしては，最初に注目すべき判断を示したのは，
前掲名古農地判昭和60・10・31である。同判決は， 3年の短期消誠時効につ
いて，本件の場合に被告国が時効を援用するのは権利の濫用として許されない，
と判示した。その理由として予防接種事故の種々の事情を挙げており，同判決
によれば， rこのような事態の下にあっては，被害者の救済は全国民すなわち
被告国の責務でなければならず，単に時間が経過したとの一事をもって被告が
その義務を免れるとするのは著しく正義に反し，到底許容できなLリものであ
る。また，前掲大阪地判昭和62・9・30は，名古屋地判の考え方をさらに発展
させて，損失補償請求権についても，時効に関しては民法724条が類推適用さ
れるものとし， 3年の姫期消滅時効について時効の援用は権利の濫用であると
判示している。さらに，福岡地判平成元・ 4・18(判時 1313号 17頁)も，前
掲大阪地判昭和62・9・30とほぼ同趣旨である。
なお，前掲東京高判平成4・12・18，福岡高判平成5・8・10(判時 1471号
31頁)，前掲大阪高判平成6・3・16は，いずれも， r損害及ヒ加害者ヲ知リタ
ル時」から 3年が未だ経過していないとしたため，時効の援用が機利の撮用に
当るか否かについては判断していない。
(il その他のもの
次に，その他のものとしては，幼児が公共溝渠に転落死亡したため，被害者
側と江戸川区長との聞で蓋かけ工事や損害賠償等の話合いが続けられていた聞
に3年が経過してしまったという事案において，被告(区)が昭和50年3月6
日の時点では責任を認め損害賠償にも応ずるような態度を示していたことを考
慮すると，原告らが同日以降権利の行使を怠り権利の上に眠り続けていたとは
いえず，被告が時効を援用するのは信義則ないし公平の原則上許されない，と
?
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された事例(東京地判昭和59・5・29判時 1156号82頁)，都立航空工業高等
専門学校の山岳部の春山合宿に参加した生徒らが雪崩により死亡した事故につ
いて，東京都教育庁の職員が誠意をもって対応する旨言明していたため，訴訟
提起を控えていたところ3年が経過してしまったという事案において，原告ら
は権利の上に眠っていたものではなく，教育庁の職員らの言葉に従い，訴訟の
提起を控えてきたことによるものであるから，被告が本件訴訟において消誠時
効の援用をするのは権利の離用に当たり許されない，とされた事例(東京地判
昭和63・3・24判時 1272号31頁)，市道を自転車で走行中に水路に転落負傷
し，道路管理の破抗が争われた事案において，被告(市)の時効消滅の主張は
理由がないとしながらも，仮に消波時効が完成しているとしても，原被告聞に
は交渉が継続している限り時効は云々しないとの信頼関係が成立しており，ま
た，被告が本件事故の責任と賠償義務を一部とはいえ認めていたことから，被
告が消誠時効を援用することは信義則に反し許されない，とされた事例(大阪
地判平成2・8・8判時1372号113頁)，などがある。不発弾処理爆発負傷事故
訴訟の前掲福岡高宮崎支判昭和59・9・28も同趣旨である。
(3) 最高裁の判例
最高裁の判例としては，国賠訴訟におけるものではなく，約束手形の裏書人
に対する償還請求権についての事案においてであるが，次のようなものがある。
最判昭和57・7・15(民集36巻6号 1113頁)は， r所持人が専ら裏書人を信
頼してその義務履行が確実にされるものと期待する余り振出人に対する手形金
請求権についての消滅時効中断の措置を怠ったがために振出人の手形金支払い
義務が消滅したのに乗じ，これに伴って自己の裏書人としての償還義務も当然
消滅するに至ったとして右義務の履行を免れようとする所為にでるようなこと
は，著しく信義則に反し，許されないものと解するのが相当である」と判示し
ている。判例上も，一般的には，信義則・権利濫用法理の適用が肯定されてい
るものといってよい。
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3 学説の動向
民法不法行為法の領域においては，消滅時効の援用が信義則違反・権利の濫
用となり得ることについては，見解が一致している。国賠法の領域においても，
時効の援用が信義則違反・権利の濫用となり得ることについて異論がなく，た
だ，その過度な適用を危慎して， 1"消滅時効制度は，加害者の利益のためにあ
るのであるから，消滅時効の援用が信義則上もしくは権利濫用として許されな
いのは，加害者側に非難すべき落度が認められる例外的事情のあることが必要
である。そうでないと，消滅時効制度の存在意義を失わすことになりかねない」
と説かれている(10)。
4 考察
信義則・権利濫用法理の適用を否定した裁判例は，当該事案において信義則・
権利濫用法理を適用すべき特段の事情が認められないとしただけであって，一
般的に信義則・権利漉用法現の適用を否定したわけではない。肯定した裁判例
をみると，①予防接種事故における被害の特殊性，②義務者が権利者に損害賠
償に応ずるような態度を表明していたこと，③行政機闘をたらい回しにしたこ
と，などが挙げられており，いずれも妥当な判断である。これらの場合に，時
効の援用を信義則・権利濫用法理の適用によって制限しでも，時効制度の立法
趣旨に反するものとはいえない。
V 20年期閣の経過と信義則違反・権利の濫用等
1 判例の動向
否定の裁判例と肯定の裁判例に分けて整理し，その後に，正義・公平の理念
から除斥期間の適用制限(効果制限)をした最高裁の 2つの判決と信義則違反
を理由に地方自治法236条の消誠時効の適用を制限した最高裁判決を紹介して，
判例の動向を整理・分析することにする。
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(1 ) 信義則違反・権利の濫用を否定した裁判例
前掲の不発弾処理爆発負傷事件の上告審判決が著名である。控訴審判決(前
掲福岡高宮崎支判昭和 59・9・28)が，本件において消櫨時効を援用ないし除
斥期間の徒過安主張することは信義則に反し，機利の撤用として許されないと
判示したのに対して，上告審の最判平成元年は，民法724条後段の規定は，不
法行為によって発生した損害賠償請求権の除斥期聞を定めたものであるとした
うえで.i被上告人らの本件請求権は，すでに本訴提起前の右20年の除斥期聞
が経過した時点で法律上当然に消滅したことになる。そして，このような場合
には，裁判所は，除斥期間の性質にかんがみ，本件請求権が除斥期間の経過に
より消滅した旨の主張がなくても，右期間の経過により本件請求権が消滅した
ものと判断すべきであり， したがって，被上告人ら主張に係る信義則違反又は
権利援用の主張は，主張自体失当であって採用の限りではないJと述べて，原
審の判断を否定した。
上記の最判平成元年は，その後，予防接種事故集団訴訟の前掲東京高判平成
4・12・18や前掲大阪商判平成6・3・16において引用されている。前掲東京
高判平成4・12・18は，最判平成元年を引用したうえで. iその制度の趣旨か
らして，本件で除斥期間の経過を認定することが，正義と公平に著しく反する
結果をもたらすということは到底できなL、」と判示して，控訴人(国)の除斥
期間の経過の抗弁を認めている。前掲大阪高判平成6・3・16も，ほぽ問趣旨
であるが，ただ，同判決は，民法 158条の類推適用により「意思無能力による
訴訟提起の不能」という一審原告らの再抗弁を認めて，被害児3名について本
件訴訟提起当時まで除斥期間の満了は停止されていたと判断し，また，行政救
済措置に基づく給付申請行為を「裁判外の権利行使Jと同視することにより，
被害児1名に係る一審原告らは除斥期間の満了前に裁判外で本件損害賠償請求
権を保存したことになると判断して，除斥期間説からする硬直的な解釈を幾分
緩和している。最判平成元年は，そのほか，終戦直後の上敷香韓国人虐殺事件
の国賠訴訟(戦争犠牲者補償事件〉においても引用されており，そこでは原告
側の主張が全面的に斥けられている(東京地判平成7・7・27判時 1563号 121
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頁)。
(2) 信義則違反・権利濫用を肯定した裁判例
(j) 最判平成元年以前のもの
最判平成元年以前のものとしては，農地買収・売渡処分に関連して，被告国
の20年期間経過の主張が権利の濫用にあたるか否かが争われた事案において，
事案の性質上本来別件無効確認等訴訟における敗訴の責任を究極的に負担すべ
き本件被告において，右訴訟中の 20年期間の経過を理由として原告に対する
損害賠償の責を免れることは著しく公平を欠くとして，被告が消滅時効 (20
年期間の性質を消滅時効として理解)を援用することは権利の濫用として許さ
れない， とされた事例(東京地判昭和54・2・16訟月 25巻7号 1709頁)，前
掲不発弾処理爆発負傷事件の控訴審で， 20年期聞は消誠時効を定めたもので
あり，仮にこれを除斥期聞を定めたものと解するとしても，被害者保護の観点
から時効の停止・中断を認めるいわゆる弱い除斥期間(混合除斥期間)である
というべきであるとしたうえで，消誠時効を援用ないし除斥期間の徒過を主張
することは，信義則に反し，権利の濫用として許されない，とされた事例(前
掲福岡高宮崎支判昭和59・9・28)，予防接種事故集団訴訟で，民法724条後
段は，文言上当然前段と同じく消滅時効に関する規定であるとしたうえで，
「消滅時効といい，除斥期間といっても，その機能は要するにある事実が発生
してから一定の期聞が経過したことを理由として賠償請求権を有する者の請求
を封ずることにあり，債務者が時効を援用し，又は除斥期聞が経過したことを
主張するのはいずれも講学上の抗弁に他ならない。当裁判所は右の抗弁の主張
自体を権利の離用と解し，これそ許さないとするものであるから，概念上除斥
期間としたからといって結論に差が生じ得べきものではない」とされた事例
(前掲名古屋地判昭和60・10・31)，同じく予防接種事故集団訴訟で，損失補
償請求権についても民法724条が類推適用されるとしたうえで， 20年期間と
いうのは長期時効を定めたものと解するのが相当であり，時効の援用は権利の
諜用に当たるから被告の主張は失当である，とされた事例(前掲大阪地判昭和
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62・9・30)，などがある。
そのほか，国賠訴訟ではないが，実質的にこれに類似し， 20年期聞の経過
が問題となったものに，旧陸軍上官殴打事件がある。戦前旧陸軍の上官に殴打
され，その後遺痕が残ったとして 40年以上級過してから上官個人に対し損害
賠償請求訴訟を提起したが，訴訟提起前に被告が不法行為事実を自認し，債務
を承認しており，そのためその後の被告による時効の援用が問題となった事案
である。一審判決(橘島地いわき支判昭和58・1・25判タ 506号 142頁)は，
このような場合は，信義則に照らし，その後時効の援用をすることは許されな
いとし， 20年の消誠時効期間について，これを除斥期間と解したとしてもこ
の結論を左右するものではない，と判示している(ただし，その上告審の最判
平成2・3・6裁判集民事159号 199頁は，最判平成元年に従い除斥期間である
として請求を棄却した原審判断(仙台高判昭和61・2・27判例集不登載)を是
認〉。
(j) 最判平成元年以降で最判平成10年以前のもの
最判平成元年以降のものとしては，水俣病訴訟で，最判平成元年寄引用しな
がらも，加害者と被害者聞の具体的事情からみて，加害者をして除斥期間の定
めによる保護を与えることが相当でない「特段の事情」が認められる場合には，
加害者において訴訟上，除斥期間の経過の事実を主張することは権利の濫用に
当たるとしたうえで，①本件原告らにおいて補償協定による救済を受けること
を期待していたことから訴訟揖起が逓れたこと，②補償協定による救済の遅延
の主たる原因は被告園および県らによる水俣病の行政認定業務の遅延にあるこ
と，③原告らにおいて偏見・差別にさらされることを覚悟して損害賠償請求権
を行使することは容易なことではなかったこと，④公害という広範な環境汚染
に起因する水俣病においては，国民の福利増進の責務を担う固または地方自治
体においてこそ，その被害の実態や被害の拡大状況等について積極的に調査解
明すべきであること，などの諸般の事情に鑑みて，本件において慌に除斥期聞
が経過しているとしても，被告国および県において訴訟上，この事実を主張す
るととは著しく信義則に反し，権利の穂用である，とされた事例(京都地判平
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成5・1・26判時 1476号3頁)がある。
(3) 最高裁の適用制限論(効果制限論)
正義・公平の理念に基づいて除斥期間の適用を制限した最高裁の 2つの判例
と信義則違反を理由に地方自治法236条の消滅時効の適用を制限した最高裁判
決を紹介する。いずれも最近の最高裁判例である。
(i) 最判平成10年(予防接種事故訴訟)
まず，予防接種事故が原因で心神喪失の状況にある被害者が事故から 20年
聞が経過したが， 20年を経過する前6か月内に法定代理人を有しなかったと
いう事案において，控訴審判決(前掲東京高判平成4・12・18)は，最判平成
元年を引用して，除斥期間経過の抗弁を認めたが，上告審の最判平成10年は，
次のように判示して，除斥期間の効果を制限した。
fC民法724条後段の〕規定を字義どおりに解すれば，不法行為の被害者
が不法行為の時から 20年を緑過する前6筒月内において心神喪失の常況
にあるのに後見人を有しない場合には，その心神喪失の常況が当該不法行
為に起因する場合であっても，被害者は，およそ権利行使が不可能である
のに，単に 20年が経過したということのみをもって一切の権利行使が許
されないこととなる反面，心神喪失の原因を与えた加害者は， 20年の経
過によって損害賠償義務を免れる結果となり，著しく正義・公平の理念に
反するものといわざるを得ない。そうすると，少なくとも右のような場合
にあっては，民法724条後段の効果を制限することは条理にもかなうとい
うべきである。したがって，不法行為の被害者が不法行為の時から 20年
を経過する前6箇月内において右不法行為を原因として心神喪失の常況に
あるのに法定代理人を有しなかった場合において，その後当該被害者が禁
治産宣告を受け，後見人に就職した者がその時から 6箇月内に右損害賠償
請求権を行使したなど特段の事情があるときは，民法158条の法意に照ら
し，同法724条後段の効果は生じないものと解するのが相当である。」
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(j) 最判平成21年(小学校教員殺害事件)
次に，国賠訴訟ではないが，被害者を殺害した加害者が，被害者の相続人に
おいて被害者の死亡の事実を知り得ない状況を殊更に作出したため，相続人が
その事実を知ることができず，加害者が 26年後に自首した事案において，一
審判決(東京地判平成 18・9・26判時 1945号61頁)，控訴審判決(東京高判
平成 20・1・31判タ 1268号 208頁)はともに，除斥期間の経過により損害賠
償請求権は消減したとしたが，上告審の最判平成21年は，最判平成 10年を引
用して，次のように判示している。
「民法 724条後段の規定を字義どおりに解すれば，不法行為により被害
者が死亡したが，その相続人が被害者の死亡の事実を知らずに不法行為か
ら20年が経過した場合は，相続人が不法行為に基づく損害賠償請求権を
行使する機会がないまま，同請求権は除斥期間により消滅することとなる。
しかしながら，被害者を殺害した加害者が，被害者の相続人において被害
者の死亡の事実を知り得ない状況を殊更に作出し，そのために相続人はそ
の事実を知ることができず，相続人が確定しないまま除斥期聞が経過した
場合にも，相続人は一切の権利行使をすることが許されず，相続人が確定
しないことの原因を作った加害者は損害賠憤義務を免れるということは，
著しく正義・公平の理念に反する。このような場合に相続人を保護する必
要があることは，前記の時効の場合と同様であり，その限度で民法724条
後段の効果を制限することは，条理にもかなうというべきである(最高裁
平成 5年同第 708号同 10年 6月 12日第二小法廷判決・民集 52巻 4号
1087頁参照)。そうすると，被害者を殺害した加害者が，被害者の相続人
において被害者の死亡の事実を知り得ない状況を殊更に作出し，そのため
に相続人はその事実を知ることができず，相続人が確定しないまま上記殺
害の時から 20年が経過した場合において，その後相続人が確定した時か
ら6か月内に相続人が上記殺害に係る不法行為に基づく損害賠償請求権を
行使したなど特段の事情があるときは，民法 160条の法意に照らし，同法
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724条後段の効巣は生じないものと解するのが相当である。……平成 16
年9月29日に Aの死亡を知り，それから 3か月内に限定承認又は相続の
放棄をしなかったことによって単純承認をしたものとみなされ(民法915
条I項， 921条2号)，これにより相続人が確定したところ，更にそれか
ら6か月内である平成17年4月 11日に本件訴えを提起したというのであ
るから，本件においては前記特段の事情があるものというべきであり，民
法724条後段の規定にかかわらず，本件殺害行為に係る損害賠償請求権が
消滅したということはできない。」
。i) 最判平成19年(在ブラジル被爆者健康管理手当等請求事件)
さらに，損害賠償請求事件ではないが，これにやや近いものとして，地方自
治法236条2項の「金銭債権の消滅時効」の適用が問題になった事案がある。
広島で原子爆弾に被燥した者が外国に出国したことに伴い，広島県知事が402
号通達に依拠して健康管理手当の支給を打ち切ったため，未支給の健康管理手
当の支払いを求めたところ，据訴時点ですでに支給月の末日から 5年を経過し
ていた分について，時効により受給権が消滅したとして支給されなかった事案
において，同条同項が「時効の援用を要せずJと規定していることから，その
適用が争われた。本件においては，時効の援用を要しない金銭の給付が問題に
なっているから，実質的には除斥期間の経過が争われたものといってよい∞。
一審判決(広島地判平成 16・10・14民集61巻 l号 144頁参照)は請求を棄却
したが，控訴審判決(広島高判平成18・2・8民集61巻 l号 166頁参照)は，
被控訴人(広島県)の時効主張は信義則に違反し，権利の濫用に当たるとして，
原判決を取り消して，請求を認容した。上告審判決(最判平成 19・2・6民集
61巻l号 122頁。以下， l:kえ判平成 19年」という)は，①402号通達に基づい
て受給権の失権扱いをされた者にその行使を期待することはきわめて困難であっ
たこと，②402号通達による失権扱いは我が国を出国した被爆者に対しその出
国時点から適用されるものであり，失権扱い後の権利行使が通常困難となる者
を対象とするものであったことなどの事情から，次のように述べて，結論とし
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て，本件において消滅時効を主張することは信義則に反して許されない，と判
示している。
「以上のような事情の下においては，上告人が消誠時効を主張して未支
給の本件健康管理手当の支給義務を免れようとすることは，違法な通達を
定めて受給権者の権利行使を困難にしていた国から事務の委任を受け，又
は事務を受託し，自らも上記通達に従い違法な事務処理をしていた普通地
方公共団体ないしその機関自身が，受給権者によるその権利の不行使を理
由として支払義務を免れようとするに等しいものといわざるを得なL、。そ
うすると，上告人の消滅時効の主張は， 402号通達が発出されているにも
かかわらず，当該被爆者については同通達に基づく失権の取扱いに対し訴
訟を提起するなどして自己の権利を行使する。ことが合理的に期待できる事
情があったなどの特段の事情のない限り，信義則に反し許されないものと
解するのが相当である。本件において上記特段の事情を認めることはでき
ないから，上告人は，消誠時効を主張して未支給の本件健康管理手当の支
給義務を免れることはできないものと解される。」
なお，在韓国被爆者健康管理手当等請求事件の上告審判決(最判平成20・2・
18判例集未登載)も，同趣旨の判断をしている。
(4) 最判平成10年以降の裁判例
戦後補償訴訟やドミニカ移民訴訟等においても，除斥期間の適用制限が争わ
れている。
(i) 信義則違反・権利の濫用を否定した裁判例
(a) 中国人強制連行・強制労働訴訟
戦後補償訴訟の中の中国人強制連行・強制労働訴訟をいくつかみることにす
る。京都地判平成15・l・15(判時1822号83頁〉は， r20年の除斥期間の満
了時期については，起算点を確定する場合とは異なって，事後的事情を一切無
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視して考えることは相当でない。最高裁判所平成10年6月12日第二小法廷判
決(民集52巻4号 1087頁〉は，このことを明らかにしたものであると解され
る。この点において，原告らが主張する前記の諸事情を検討してみなければな
らないJとしたうえで，被告国が昭和 27(1952)年に中華民国との間で日華
平和条約を締結したことを取り上げて， I被告国は，原告ら 6名の被害に対し
てこれまでなんらの措置を取っていないことは間違いないけれども，原告ら 6
名がその構成員である中闘に対しては戦後処理の責任安果たしているのである
から，被告国が戦後処理を放置して不誠実な態度を取っていたとはいえない。
これらの諸事情を考えるならば，被告国が原告ら 6名の被害についてなんらの
措置を取っていなL、からといって，本件訴訟の提起が遅れたことの不利益処分
を原告らに帰することが，著しく正義・公平の理念に反することになる事情が
あると認めるわけにはいかなLリとして，原告らの損害賠償請求権は遅くとも
昭和40年 12月上旬に 20年の除斥期聞が経過したことにより消滅した，と判
示している。
また，福岡高判平成16・5・24(判時 1875号62頁)も，権利を行使する側
に20年の除斥期間内に権利を行使することがおよそ不可能な事情があり，単
に期聞が経過したという一事情のみをもって権利が消滅したとすることは，国
民の正義・公平の感情に著しく反する場合もあり得るとして，最判平成10年
について検討し， I正義・公平といっても多義的であるし，法的安定性もその
ー顕現である。平成元年判決が判示するとおり，同法724条後段の 20年の期
間は，被害者側の認識いかんを問わないのであるから，法的安定性を重視して
除斥期聞を定めた民法の趣旨からして，平成10年判決の趣旨を安易に拡張し
て，裁判所による除斥期間の効果を制限することも相当ではない。しかし，平
成 10年判決の事案と比較し，それに匹敵するような特段の事情がある場合に
は，著しく正義・公平の理念に反するものとして，法的安定性を犠牲にしてで
も，民法724条後段の効果を制限することは条理にもかなうと解するのが相当
である」としたうえで， I特段の事情」の有無について検討し，結論として，
「本件で，除斥期間の効果を制限することを相当ならしめる特段の事情がある
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と解するのは困難であるところ，他に同事情を認めるに足りる証拠は見出し難
い。してみれば，本件強制連行・強制労働という不法行為に基づく一審原告ら
の被控訴入国に対する損害賠償請求権は，遅くとも 2000年5月10日前に，民
法724条後段の 20年の除斥期間の経過により消滅したといわざるを得ない」
と判示している。
そのほか，問趣旨のものとして，長野地判平成18・3・10C判時 1931号109
頁)，福岡地判平成18・3・29(訟月 54巻6号 1167頁)，東京高判平成19・3・
14 (訟月 54巻6号1292頁)，宮崎地判平成 19・3・26(訟月 56巻4号1486
頁)，札幌高判平成19・6・28(訟月 54巻6号1362頁)等がある。
(b) ドミニカ移民訴訟
ドミニカ移民訴訟においては，原告らは，①被告が国策として行ったドミニ
カ移住に由来する注意義務違反によって国賠法上の損害賠償請求権が発生した
こと，②斥期閣の適用によって義務の消滅という効果を受けるのが除斥期間制
度を創設した国であること，@原告らの被った被害がきわめて重大なものであ
ること，④被告が不誠実で腰昧な対応をしたこと，⑤外交文書の公闘を遅らせ
たことによって原告らの権利行使や時効中断措置を講ずることが妨げられたこ
と等の特殊事情がある，などと主張していた。
しかし，これに対して，東京地判平成18・6・7(訟月 53巻9号2469頁)
は，最判平成 10年の事案と同程度に著しく正義・公平に反するものと認める
ことはできないとしたうえで， r同条後段の規定の適用を制限することについ
ては……，原告らが主張するような一般的な正義，公平の理念によって除斥期
間の適用を制限することはできないというべきである。……原告らが主強する
ような上記事情があることをもって除斥期間の延長を認めることは，民法724
条後段の法費と相容れないといわざるを得ず，その適用を制限すべき特段の事
情とするには当たらないというべきである。そして，他に，上記特段の事情に
関し，具体的な主張，立証はない。そうであるとすると，本件の国家賠償法 l
条l項に基づく損害賠償請求については，……外務大臣及び農林大臣に職務上
の法的義務違反が認められ，同法l条1項の規定の適用上違法の評価を免れな
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いので，上記請求権が発生したものと認められるが，その違法行為があった時
期から 20年以上経過した後にその訴えが提起されたことが明らかである以上，
当裁判所としては，法律的には，民法724条後段の規定により，その請求権が
消誠したものとして取り扱わざるを得なL、」と判示している。
(j) 信義則違反・権利の濫用を肯定した裁判例
(a) 中国人強制連行・強制労働訴訟
東京地判平成 13・7・12(訟月 49巻 10号28日頁〔劉連仁訴訟))は， I被
告に対し，国家制度としての除斥期間の制度を適用して，その責任を免れさせ
ることは， Rの被った被害の重大さを考慮すると，正義公平の理念に著しく反
していると言わざるを得ないし，また，このような重大な被害を被った Rに
対し，国家として損害の賠償に!必ずることは，条理にもかなうというべきであ
る。よって，本件損害賠償請求権の行使に対する民法 724条後段の除斥期間の
適用はこれを制限するのが相当であるJと判示している。そして，最判平成10
年との関係については， Iこのような除斥期間制度の趣旨の存在を前提として
も，本件に除斥期聞の適用を認めた場合，既に認定した Rの被告に対する閤
家賠憤法上の損害賠償請求権の消誠という効果を導くものであることからも明
らかなとおり，本件における除斥期間の制度の適用が，いったん発生したと訴
訟上認定できる権利の消減という効果に直接結び付くものであり， しかも消滅
の対象とされるのが国家賠償法上の請求権であって，その効果を受けるのが除
斥期間の制度創設の主体である国であるという点も考慮すると，その適用に当
たっては，国家賠償法及び民法を貫く法の大原則である正義，公平の理念を念
頭に置いた検討をする必要があるというべきである。すなわち，除斥期間制度
の趣旨を前提としてもなお，除斥期間制度の適用の結果が，著しく正義，公平
の理念に反し，その適用を制限することが条理にもかなうと認められる場合に
は，除斥期間の適用を制限することができると解すべきである(なお，平成10
年判決は，除斥期間の適用が信義則違反あるいは権利濫用であるという主躍は，
主張自体失当としているが，これは除斥期間と解する以上当然の結論であると
考えられ， このことと，上記のように裁判所が，判断の過程で制度の適用の可
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否を検討することとは何ら矛盾，抵触しないものである)Jと述べている。
同趣旨のものとして，福岡地判平成14・4・26(訟月 50巻2号363頁)が
あり，被告国の損害賠償責任については国家無答責の法理を適用して否定した
が，被告会社の損害賠償については， 20年期間の適用制限をして一部認容し
ている。
(b) 旧日本軍毒ガス兵器遺棄被害訴訟
東京地判平成15・9・29(訟月 50巻 1号3233頁)は， [""この除斥期間の通
用の有無は，不法行為をめぐる法律関係を一定期間の経過によって確定させる
という趣旨から考えれば， 20年の経過という明確な基準で決すべきものでは
ある。しかし，このような除斥期間制度の趣旨を前提としても，その適用によっ
て被害者の損害賠償請求権が消滅することになる反面で，加害者は損害賠償義
務を免れる結果となるのであるから，そのような結果が著しく正義，公平の理
念に反し，その適用を制限することが条理にもかなうと認められる場合には，
除斥期間の適用を制限することができると考えるべきであるJ[""本件において
は，除斥期間の対象とされるのは国家賠償法上の請求権であって，その効果を
受けるのは除斥期間の制度を創設した被告自身である。ところが，被告が行っ
た行為は，国際法的に禁止されていた毒ガス兵器を中国に配備して使用してい
た旧日本軍が，国際的非難を避けるためポツダム宣言にも違反して，終戦前後
に組織的にそれを遺棄・隠匿したという違法な行為につき，戦後になっても被
害の発生を防止するための 4情報収集や中国への情報提供寄せず， 1972年に中
国との国交が回復された後も積極的な対応をしないで遺棄された毒ガス兵器を
放置していたというものである。その行為には，わずかの正当性も認めること
ができない。他方，原告ら中閣の国民は， 1986年2月に中華人民共和国公民
出国入国管理法が施行されるまでは，私事で出国することは制度的に不可能で
あった(甲203)。原告らが被告に対して権利行使をすることは， 1974年10月
の事故の時から法の施行までの 1年余りの聞は，客観的に不可能であったと
いえる。これに対し，原告らが訴えを提起したのは，事故から 20年が経過し
た時点から，約2年後である。それにもかかわらず20年が経過したというこ
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とだけで権利行使を許さないとすることは，衡平を欠く(外国にいるために客
観的に権利が行使できない期間という意味では，その期間について時効の停止
を認める公訴時効の停止の考え方(刑事訴訟法255条l項)に合理性があり，
参考になる〉。これらの事情を考慮すると，本件において被告が除斥期間の適
用によって損害賠償義務を免れるという利益を受けることは，著しく正義，公
平の理念に反し，その適用を制限することが条理にかなうというべきである。
したがって，除斥期間の適用は制限するのが相当であり，松花江紅旗09号事
件についても，原告らの損害賠償請求権の行使が許される」と判示している。
(c) 犯罪被害者等給付金不支給裁定取消訴訟
国賠訴訟ではなくて不支給裁定の取消訴訟におけるものであるが，同じく除
斥期聞の経過が問題になり，適用制限をしたものがある。事案は，犯罪被害者
等給金の支給等に関する法律(現・犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被
害者等の支援に関する法律)に基づき文給裁定を申請したところ，福岡県公安
委員会が，同法 10条2項後段に規定する当該犯罪被害が発生した日から 7年
を経過した後の申請であることを理由に，支給しない皆の裁定(本件処分)を
したので，国家公安委員会の審査請求を棄却する旨の裁決を経て，本件処分の
取消しを訴求したというものである。一審判決(福岡地判平成22・7・8判時
2110号25頁〉は，法10条2項後段の規定の法的性質を除斥期聞と解し，最
判平成10年と最判平成21年を引用して， 1"法10条2項後段の規定についても，
所定の7年聞の期間の経過前の時点において，給付金の支給裁定iこ係る申請擦
の行使が客観的に不可能であるといえるか，又はこれと同視すべき申請権を行
使しなかったことが真にやむを得ないといえる特別な事情がある場合には，当
該特別な事情がやむまでの問，及び民法の時効の停止に関する規定に照らし，
同事情がやんだ後から 6か月の聞は，除斥期間の経過による効果は生じないも
のと解するのが相当である」としたうえで，法の趣旨および正義の観念に照ら
し本件においては真にやむを得ない特別の事情があるとして，除斥期間の経過
による効果は生じない，と判示している(控訴審の福岡高判平成22・1・30
判時2110号23頁も原判決を是認)。
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2 学説の動向
(1) 20年期閣の法的性質と権利濫用・信義則法理の適用
学説上は.20年期間の法的性質をめぐって除斥期間説と消誠時効説が対立
してきたが，権利濫用・信義則法理の適用については，これまであまり論議の
対象とされてこなかった。昭和60年代に入ってからようやく，判例研究の形
で説かれ出してきている(ω。20年の期間の性費ぞ消滅時効と理解するか除斥
期聞と理解するかによって結論が異なるとの考え方がこれまで支配的であった
が，最近では. 20年期間の法的性質の問題と権利濫用・信義則法理の適用の
問題とは必ずしも連動するものではないとの見解も有力になっている(ヘ 20
年期聞を消滅時効と解するか除斥期間と解するかは別にして(14)権利濫用・
信義則法現の適用を認める見解が比較的多くなっている。
(2) 最判平成10年の評価
最高裁の「効果制限論(適用制限論)Jについては，最判平成10年について，
「今回の最高裁判決でも，民法158条は形式論理的に議論の端緒として置かれ
ているだけであって，実質的には機能していない。むしろ，心神喪失状況の原
因を作出した加害者の損害賠償債務からの解放と，社会生活の安定への考慮、か
らなされる画一的・絶対的な処理による不利益を受ける被害者の損害賠償債権
の喪失との間での比較が，重要な位置を占めているJとの見解(5)，r本判決は
上記最判(最判平成元年，筆者注)の除斥期間説を前提にしつつも，除斥期間
lの「字義どおり」の適用が『著しく正義・公平の理念に反する」場合には，
『民法724条後段の効果号制限することは条理にもかなうJと明言ました。私見
によれば本判決はこの点で実質的に判例変更とも言えるに等しい画期的な判断
を下したと評価できる」との見解(16) などがある。
(3) 最判平成19年の評価
最判平成19年については， この判決が判例法理の射程の限定や見直しの契
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機となることを期待したいとして，その理由として， r民法724条後段の 20年
と地方自治法236条の 5年では，後者において「時効」であることが明示され
ていること，前者が通常の時効より長期間であるのに対し後者が通常の時効よ
り鏡期を定めていること，等の点で異質であることは否定できないものの，後
者が「援用を要せず，また，その利益を放棄することができなし、」とされ(自
治法236条2項)，その趣旨が地方自治体の債権債務関係の当事者の意思から
独立した確定ということにあるので，除斥期問に近い↑性生質のものであるJこと
を挙げる見解(口1ηべ7
形式的適用を回避するための苦心がにじみ，それは消滅時効説への接近を意味
するが，さらに，近時，最判平成 19年により，除斥期間説の出発点となった
最判平成元年を突き崩す新たな段階に入ったように思われる」として，これを
高く評価して， r本判決lま，援用を要しないとされている権利行使の制限期聞
が経過した場合でも，信義則を理由に消滅時効の主張は許されないとしたもの
である。援用を要しない制限期聞を除斥期間といってよいならば，本件は除斥
期間の主強を信韓則ぞ理由に許さないといったことになる。「除斥期間制度の
適用の結果が，著しく正義，公平の理念に反し，その適用を制限することが条
理にもかなう」として信義則違反の表現を微妙に避けて権利消滅を否定してき
た最判平成 10年及びその後の下級裁判所判決から大きな一歩を踏み出し，い
よいよ，信義則を正面に掲げて権利消棋を否定したものとして，本判決は画期
的な意義を有するものである」との見解08¥r判決理由における信義則の適用
の仕方一ーすなわち，違法な通達を発出して，手当支給を妨げておきながら，
手当支払請求につき消滅時効を主張するのは，信義則違反であるとするーーを，
慰謝料請求についても首尾一貫させて披及するならば，健康管環手当や健康手
帳申請を(同通達により)妨げられたことによる損害の賠償について，消滅時
効(除斥期間)を援用するのも，信義則違反となることが予測されて，ここで
も時効法理は，排除されるのであろう。その意味でも，本判決は，注目される
判断であると思われる」との見解(19) などがあり，積極的評価がなされてい
る。
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3 考察
(1 1 最判平成元年の理論構成とその検討
(il 最高裁平成元年の骨子
最判平成元年以前の裁判例をみると，除斥期間と解した原審の判断を是認し
た最判昭和54・3・15(訟月 25巻 12号2963頁)があるものの，下級審の裁
判例は時効と解するもの，除斥期間と解するもの，期間の性粛を明言しないも
の，の 3類型に分かれていた。
最判平成元年は，除斥期間と解していた裁判例を集約したものであり，この
最判平成元年以降は，裁判例はこれに従う傾向にある。最判平成元年の骨子は，
@民法724条後段の規定は除斥期聞を定めたものであり，被害者側の認識のい
かんを問わず一定の時の経過によって法律関係を確定させるため，請求権の存
続期聞を画一的に定めたものであるから，②請求権が除斥期間の経過により消
誠した旨の主張がなくても，期間の経過により請求権は消滅したものと判断す
べきであり，③したがって，信義則違反または権利濫用の主張は，主張自体失
当である，というものである O この考え方によれば， 20 年期聞が除斥期間と
解されれば，そこから信義則違反または権利濫用の主張が当然排斥される，と
いうことになる。そうすると，ここで生ずる問題点は，①20年期間を除斥期
間と理解するのが妥当かどうか，②除斥期間と理解すれば信義則違反または権
利濫用の主張は当然排除されることになるのかどうか，ということである。
(jil 批判的検討
通説は 20年期聞を除斥期間と解してきたが，除斥期間説に対しては時効説
からの批判が少なくない。最近では，除斥期間説が通説であるといえるか否か，
疑問を提起する見解(20)や， I平成元年判決の登場は，かえって除斥期間への疑
念を生ぜしめる結果となり，以後，消瀦時効説が支持を増やしている」との見
方(21)がある。消滅時効説の主たる論拠は，民法の起草者が時効と解していた
ということ，法文に忠実であるということなどであり，解釈論として相当の説
得力を有しているように思われる。しかし，ここでは 20年期間の法的性質に
法科大学院論集第10号
ついては検討を加えないで，権利濫用・信義則法理の適用可能性だけを検討す
ることにする。権利濫用・信義則法理の適用可能性は， 2加0年期間を消減時効
と解するか除斥期間と解するかによつて結論に差異を認めるべき必然性がない
と考えるべきであろう(倒22ω2副〕
最判平成元年は， 20年期聞を除斥期間と解することにより，当事者が除斥
期間の経過による請求権の消滅を主張しなくても，当該期間の経過により請求
権が当然に消滅したものと判断すべきであり， したがって，権利濫用・信義則
法理の適用が問題となる余地はない，としている。きわめて明快な理論ではあ
るが，その結果，具体的妥当性に欠ける結論に至っている。「不法行為をめぐ
る法律関係の速やかな確定」を724条後段の趣旨であると解したとしても，そ
れをすべての事案に機械的にあてはめることになれば，正義・公平の理念に反
する結果を導くこともあり得るであろう脚。
(2) 他の裁判例の個別的検討
旧陸軍上官殴打事件の前掲福島地いわき支判昭和58・1・25や予防接種事故
集団訴訟の前掲名古屋地判昭和 60・10・31が， 20年期聞の法的性質を除斥期
間であると解しても権利濫用・信義則法理の適用があり得ると判断したことに
は，賛意が表されてよい。不発弾処理爆発負傷事件と旧臨軍上官殴打事件にお
いては，被告側に「悪意の容態」があり，このような場合には，権利濫用・信
義則法理の適用可能性を否定することが不当であることは明らかで・ある。また，
予防接種事故訴訟においては，被告側に悪意が認められないにしても， 20年
期間の経過についてはやむを得ない特段の事情が認められるのであり，不法行
為をめぐる速やかな確定の要請は背後に退かざるそ得ない事案である。
(3) r特段の事情」の存否
(i) 特段の事情
水俣病訴訟の前掲京都地判平成5・1・26は，最判平成元年に従って， 20 
年期間の法的性質を除斥期間と解している。しかし， 20年期聞を除斥期間と
-152ー
国家賠償請求権と消滅時効・除斥期間
解しながらも，特段の事情がある場合には権利濫用法理の適用可能性を肯定す
るものであり，注目すべき解釈理論であるといってよL、。このような考え方が
最判平成元年の考え方に沿ったものであるといえるか百かは，少なからず疑問
となるところであるが，その結論自体は支持されるべきであろう。すなわち，
20年期聞が除斥期間であるとしても，特段の事情が認められる場合には，権
利濫用・信義則法理の適用があると解すべきであり，もしそのように解するこ
とができなければ，除斥期間説自体に問題があるものといわざるを得ない。
(j) 最高裁判例の射程
最判平成 10年と最判平成21年は， I特段の事情」があるときは民法724条
後段の効果は生じないとして， 20年期間の適用を制限している。この最高裁
判例の射程について，訟判平成10年の調査官解説は， I本判決は，平成元年判
決を前提にして，不法行為の被害者が当該不法行為安原因として心神喪失の常
況にあるのに法定代理人を有しない場合に，民法158条の法意に照らして平成
元年判例の例外を認めたものであって，信義則違反，権利の濫用を理由に期間
経過後の権利行使を認めたものではない。また，時効の停止の規定が類推適用
されるものかは言及していなL、。したがって，本判決の射程は，極めて狭いも
のと思われる。民法724条後段の適用の効果を否定する場合としては，除斥期
間内に権利を行使しなかったことを是認することが本件の事案と同程度に著し
く正義・公平に反する事情がある上，時効の停止等その根拠となるものがある
ことが必要であろう。河合裁判官の意見のように，除斥期間説に立ちながら，
幅広く例外を認めることは，平成元年判決に抵触することになり，大法廷にお
ける判例変更が必要となるであろう」と説いている (2ヘ
また，最判平成21年の調査官解説も， I本判決は，平成 10年判決の枠組み
に従い，時効停止規定である民法 160条の趣旨と，本件において Xらが不法
行為から 20年以内に権利を行使しなかったのは，加害者Yによる積極的な
(判決は， I殊更」と表現する)隠ぺい工作が原因であり， Xらの側には被害
者Aの死亡を知らなかったことにつき何ら落度はないことなどを考慮、して，
除斥期間の例外を認めたものであると解される。そうすると，本判決の射程も，
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平成 10年判決のそれと同様，極めて短いものであるというべきであろう」と
説いている〈制。
先に紹介したように，最判平成10年以降の下級審の裁判例の中に適用制限
を否定したものが多いのは，この調査官解説と同様に，最高裁判例の射程をき
わめて狭く限定したためであると思われる。
。i) 最高裁判例の揺らぎ
しかし，最判平成10年のみならず，最判平成21年によっても「特段の事情J
による例外が認められ，さらに，最判平成 19年によって「特段の事情のない
限り，信義則に反し許されない」とされたことによって，最高裁判例は大きく
揺らいできている。最判平成元年における河合裁判官の意見および反対意見，
最判平成21年における田原裁判官の意見は，このことを如実に表しているも
のといってよい。河合裁判官の意見および反対意見は， r本件において除斥期
間説と時効説のいずれが正しL、かを決する必要はなく，相当でもなL、。要は，
前記特段の事情の存在が主張され，あるいはうかがわれるときには，期間経過
の一事をもって麗ちに権利者の権利行使安遮断するべきではなく，当該事案に
おける諸事情を考究して具体的正義と公平にかなう解決を発見することに努め
るべきなのであって，それについて民法1条の宣言する信義誠実ないし権利濫
用禁止の法理に依拠するか，あるいは前述の不法行為制度の目的ないし理念か
ら出発するかは，結局，同じ山頂に達する道の相違として，いずれであっても
よいと考える」と説いている。岡原裁判官の意見は，時効説に立ったうえで，
「民法724条後段の規定を，除斥期間と解する場合には，本件に典型的に見ら
れる如く具体的妥当な解決を図ることは，法理論的に極めて難しく，他方，時
効期間ぞ定めたものと解することにより，本件において具体的に妥当な解決を
図る上で理論上の問題はなく，また，そのように解しでも上記のとおり不法行
為法の体系に特段の支障を及ぼすとは認められないのであり，さらに，そのよ
うに解することが，今日の学界の趨勢及び世界各国の債権法の流れに沿うこと
からすれば，平成元年判決は変更されるべきである」と説いている。
また，最判平成 19年は，直接20年期間に関係する事案でないとはいえ，地
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方自治法236条2項の規定により，普通地方公共団体に対する金銭の給付を目
的とする権利は「時効の援用を要せず」に時効期間の満了により当然に消誠す
るという事案におけるものである。本件は，実質的には除斥期間に関係する事
案であるといってよい(2九本判決は， I最判平成元年は，事案を異にし本件に
適切でないJと述べているが，実質的には判例変更に等しいものと理解するこ
とができる。本判決における藤田裁判官の補足意見は， I信義誠実の原則は，
法の一般原理であって，行政法規の解釈に当たってもその適用が必ずしも排除
されるものでないことは，今日広く承認されているところであるJと述べてい
るが，この考え方は，広く 20年期閣の適用制限にも及ぼされるべきであろ
よ (27)ノ。
制個別的事例の検討
文献の中には， I時の経過による立証・採証の困難がなく不法行為の事実が
明白な場合で，権利の性質からして権利行使をできなかった要因に客観的な根
拠があり，権利者の怠慢と言えず，そのような場合に権利の消滅を帰結するこ
とが著しく正義・公平に反すると思われる事情が存在する場合には，除斥期間
と解したとしてもその適用ないし効果制限をすべきである」と説くもの仰が
あり，傾聴すべきである。この見解からすれば，中国人強制連行・強制労働や
水俣病のような被害は，権利を行使できなかった客観的な根拠があり，また，
権利者の怠慢とはいえないから，除斥期間の適用が制限されるべき場合という
ことになる。
(4) 国家賠償制度と信義則違反・権利濫用
国賠制度は，損害填補的機能と国・公共団体の違法な作為・不作為に対する
監視的機能を併有している。この監視的機能からすれば，公務員の違法な公権
力の行使・不行使は，単に期聞が経過したということによっては免責されるべ
きではない場合があり得るであろう。特段の事情の帯否については，前述のよ
うに慎重に判断されるべきではあるが，通常の民事不法行為の場合よりも多く
見受けられるのは，国賠制度の監視的機能からすれば，それほど奇異には感じ
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られない。
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